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地域間労働生産性格差と就業構造。

木立 力

I序論

昭和30年代前半は地域問所得格差が拡大した時期であるが" 都市圏を中心

に重化学工業が発展した時期でもあった。この期間を対象とした分析から，篠

原[4Jは，およそ次の上うに述べた。すなわち，製造業〔特に，重化学工業〉

は，都市圏であるほど(労働〉生産性を高めるととに有利であるから，地域間

労働移動が緩慢にしか行なわれないことを考慮すれば，製造業を中心とした国

全体の経済成長は，地域問所得格差を拡大させるのではないか，というのであ

る。

ところが，その後昭和36年以降，地域問所得格差及び地域間労働生産性格差

は縮少傾向にあることが明らかにされた九一方で，篠原民によって，第 3次

産業は都市県であっても労働生産性はさほど高くないことが，昭和30年を対象

として確められている。この 2つのことを手がかりに次の 2つの推論を行なっ

た。一つはj 昭和初年以降においても第3次産業わけてもサーピス業の労働

生産性が都市県で高くなぐ，なおかつサーピλ 経済化と言われるように，全国

的に就業構造がサービス業に移行する勤きが見られるならば，このことは地域

開所得格差縮少の重要な要因とみなされるであろうということであ吾。一般的

に述べれば 都市県であることが生産性を高めることに有利に作用しない(す

1) 本稿作成の過程で山田教授より幾多の御指導を賜わった。また，西村助教授および大阪府立大

学綿貫足よわ有益なコメントを頂戴した。記して感謝したい。本稿の所論に関する賀置は筆者独
自のものであることは言うまでもない。

2) 1人当め県民所得の変動部数町時系列変化を計測することに土勺て，篠原[4) 姫下 r3]・

綿貫 [8]等に示されている。
の坂下[3:経済企画庁[2]・田原動木 [5)ー様本 [G] 畑貴[8] をみよ。
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る〉産業，すなわち都市県で比較劣位(優位〉な産業の就業構成比が，全国的

に増加〔減少〕しているならばへ このような就業構造の全国的変化は，地域

間所得格差縮少を促したと言ってよかろう。第 2に，都市県であると否とにか

かわらず生産性が他の産業より高い(低い〕産業の就業構成比が，都市県であ

るほど増加が小さい〈減少が小きしうならば，その産業は格差縮少に作用した

と考えられよう o 経済成長と共に就業構造は変化していくが，この変化は同時

に，人口集積が生産性に貢献する度合の違う産業へ移行することを通じ亡，人

口集積の著しい地域と他の地域との問での生産性格差，ひいては所得格差に影

響すると思われるのである。特に上記の 2点に着目し，就業構造変化と地域問

生産性格差について，人口集積に関連させつつ，データを用いてファクト・フ

ァイソディ Y グを行なうことが本稿の目的である。

従来，地域間の経済力なし、しは福祉水準を比較するにあたっては，県民 1人

当り県民所得を指標とすることが広〈行なわれている。これ以外に地域間格差

の内容に立ち入ろうとする方法としては，坂下[3Jに始まる県内純生産の格差

と個人所得の格差を対比させる方法がある。前者は就業者当りの労働の〔平

均〉生産性という意味で効率性を，後者は「財政から個人への移転」等の項目

を含むという意味で分配を代表するものと考えられる。したがって両者の対比

は，格差縮少のための財政による再分配政策の意義を問うという一連の研究の

出発点となっている。この意味では本稿の試みは，あえて市場メカニズムの枠

内で，格差縮少の要因を探ろうとするものなので，地域聞の経済力格差の中心

概念として就業者当りの県内純生産』一一労働の〔平均〕生産性のみを問題とす

るのである'¥

以下では，地域間格差が人口集積の著しい地域と他との格差であったとの見

方をとり，地域聞の労働生産性指差をとりわけ人同集積との関連で把えるので，

4) 国際径百青学で言われる比較優位の理論において通常想定される仮定のうち，少なくとも 2つが
こり場合満たされていないと考えられる。すなわち，規模白腫済，需要構造の遣いである。した
がって比殺害位な産業の拡大はおこりえるであろう。

5) 県内純生産自場古には産業分類が可能であるよともわれわれの回的に適している。
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この点に触れる必要がある。やや長い引用になるが篠原[4Jでは，次のように

論じられてレる。 r地域格差は，産業聞ないし規模聞の格差とちがって，何か

その解消がきわめて困難だという側面を伴っているように思われる。なぜだろ

うか3 第 1に，ある産業，ある規模で物的生産性が物凄く上昇したとすると，

その産業の相対賃金が異常に増大するのを妨げるように，ある程度その生産物

価格が低下するというメカェズムが働く。ところが，ある地域で物的生産性が

物凄〈上昇したからといって，他の地域より，恒市町Jにその地域の品物がうん

と安くなりうるだろうか。残念ながら，今日のように交通の発達した経済では，

1物 1価の法則が成立し，物的生産性のデコポコに反比例した地域闘の価格構

造は成立しそうにもなL、。安くなった品物が他の地域に侵入L，競争品を駆逐

した場合には，他の地域ではおそらぐ所得の低落が生ぜざるをえないだろう。

その意味で(~，物的生産性の地域間のデコポコは，価格差に吸収きれずに，賃

金・所得の地域差に吸収されやすい。土の点が地域格差が成立しやすい基本的

背景の一つである。J (同39頁より。)さらにこの後では， コンビナ トを例に，

工業立地が地域的に集中する誘因を述べている。ところで.人口集中は大別し

て2つの意味を持っていると考える。一つは供給面，今一つは需要面である。

古くからの都市は，労働力・資本に恵まれており，ある産業が規模の経済を有

しているな bば，単一の企業にとって有利である上，主主数企業で生産過程を組

織する場合には，互いの交通・通信費が集積によって節減されるであろう。こ

うした生産における費用節約は，個々の産業が，その技術の違いに応じて享受

する程度が異なろうへ第2に，人口が集積しているということは消費者が多

いということでもあるo しかしながら，製品を遠隔の市場に運ぶ費用が極めて

大きいならば，市場はその地域の消費者に比例する程度にしか大きくないため，

規模の経済を有する供給者にとっ 1は逆に相対的に小さな需要に直面する乙と

になる。生産者と消費者を結びつける費用をどちらが負担するに世よ，この費

用の大小は，産業ごとに異なり，有効な市場の大きさも異なることになるo し

6) 人口が集積した地域での立地と地価の問題も重要であるが，ここではと b上げない。



地域間労働生産性格差と就業構造 (525) 97 

たがって，各産業の規模および生産性は，産業の持つ技術特性のみならず，そ

の産業の生産物の市場とのアクセ旦の仕方によっても，人口集積による異なっ

た影響を受けることになる。

引用したように篠原氏において，製造業は，需要面では地域市場の制約を

受円ず，それによって一層，生産面での規模の経済あるいは集積の利益を大き

く受ける産業として抱えられている。この意味で，サービλ 業は規模の経済が

小さ<.市場も近隣に限られるため，人口集積の程度が，生産性にあまり影響

Lないものと推測されるのである。地域間生産性格差を人口集積との関連でみ

ようとするのは以上の上うな理由からである。一方で，昭和30年代前半を対象

とLた篠原氏の考え方は. i一国の経済成長は地域間格差を拡大するか」とい

う形での問題提起にもなったo しかしこの問題は，集積が有利に作用する産業

を中心とする経済成長かどうかという条件が付されるべきと思われる。また，

本稿で対象とする集積の効果は，地域別集計生産関数の推計等による一連の研

究とは異なり，需給の側面を分離して取扱っておらず，需給両面の結果として

表われる集積の効果である。この意味で規模の経済ないしは，生産過程での集

積の利益の考え方とは区別すべきものである。

JI 実註分析

1 データ

中心となる概念は，地域別産業別生産性・就業構造・人口集積の程度である。

このうち就業構造はデータとの対応の面 E問題がないと思われるが，残りの 2

者は，データの刺用可能性の制約を受什ざるを得ない。地域区分は都道府県単

位でとっている。地域の経済的結びつきは都道府県のような行政区域ではまし

都市圏のような概念で把えた方が本来望ましいであろうれ。労働生産性は，労

働移動が労働の限界生産性に反応するものとすれば，限界牛産性を用いること

の わが国における都市圏の考え方及びその設定を示した新しい研究としては，山田・徳岡(7)
カ冶あるu
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が望ましいが，簡単化のため就業者当りの平均生産性を用いたヘ人口集積は

人口集中地区人口比率を用いた。対象年次は，産業別就業人口が 5年毎にしか

得られないので， 5年ごとの昭和35・4日・ 45・50年の 4ヶ年である。記号およ

びデータの出所は以上のとおりである。但1.-，サブスクリプト iは都道府県を，

Jは産業大分類による産業を示し['・」はそれぞれ全国，全産業を示す。

Lij 都道府県別・産業別従事地就業人口 国勢調査報告

単位 1000人

但L 昭和35・40午は沖縄を除く。

Vij 都道府県別・産業別県内純生産 県民所得統計年報

単位億円

DIDi~(都道府県別人口集中地区人口)+(都道府県人口〉

国勢調査報告

但し，昭和35年はこのデータが得られない。

以上のデ タをもとに分析に用いられる変数は次のように定義される。

号 都道府県別産業別〈平均〕生産性

単位10万円/人

RVLij= YH / ;~: 以下で比較生産性と呼ぶ
LりILi・

c吋平z軍;与)2;苛
産業別労働生産性の変動係数

単位 100倍して広

全産業の生産性と産業別生産性の聞には，どのような関係があるかを考えて

みよう。それは，定義的に，次式のように分解されることがわかる。

~f' ~ L: ~ii.. ~i~ ( 1) 
Li. Lij 

長は就業構成比であって 各県において，鉱業生産性は産業~IJ生産性を
就業構成比で加重した和となることを示している。

8) 産業ごとに，例えば資本集約度が異なるこ左からI )首働の限界生産性と平均生産性の比は￥産

業開で大いに異なると恩われる。との点以下の解釈では十分な注意を必要とする。
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2.格差の縮少とその主要因

表1は，全産業および各産業の生産性格差を変動係数 cη によってみたも

のである。全産業の生産性格差は，昭和35年の30.7%から昭和50年には 19.3%

まで低下しており，生産性格差は著しく縮少している。予想されたようにサー

ピス業は公務と共に生産性格差の小さい産業である。重要な点は，全産業で格

差が縮少している割には，各産業の格差がさほど低下していないように見える

ことである。これは 1つには，前に要閤分解した(1)式をみれぱわかるように

吉昔Lの吋分布柿形が均変化ιLた心乙と比によ品るとJiB恥巨

つて考察するために，(1υ〉式において仮に全ての県で，就業構成比だけが全

国値と同じだった場合，および全県で産業別生産性だけが全国値と同じだった

場合を想定してみよう九前者によって就業構造の要因が除かれ，後者に上っ

表 1 産業別平均生産性の県間格差〔就業者をウェイトとした変動係数〉
(%) 

----一一一一 |昭和35年|昭和畔|昭和岬|昭和0年

3 26.57127.03 19.34 

業 18.79 22.51 25.55 2 

第 2 次産業| 22.41 21.18 21.94 17.53 

製 造 業 25.26 23.34 23.64 2口04

建 設 業 27.76 24.60 25.34 18.33 

そ の イ自

第 3 次産業| 21.87 17.48 13.53 

卸・小売業 24.94 20.89 23.46 21.22 

金不融動・保産険業・ 25.43 21.63 17.23 15.72 

サービス業 14.83 13.81 14.49 11.65 

公 l'I手 12.59 14.22 15.97 13.24 

.z: の 他

9) 類叫の分析は模原(4)・巾)11(1)に見bれる。
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実際D変動係数と全国値を用いた変動係数(全て加重していない〉
〈克)

皐ヒ金子ゆ I j重棄~rj歪産直吾一
|全国値
パ就業構造要〕

10.15 

9.35 

6.14 

就業WI内 L

在宅PFS
13.71 

13.28 

15.97 

1l.32 

第 137巻

¥ィV( ) I実際の値

¥lEL  
昭和35年 25.48 

昭和4口年 21.80 

昭和45年 23.83 

(528) 

表2

100 

山

37mtτf
F
一一一
一

後前者によって作られる数値を LNi，産業別生産性の要因が除かれるロ

者によって作られる数値を VNi

ζ， 

これらの変動係数を求めと呼ぶことにする。

耽業構として求めた数値が表 2に示してある。そhぞオe CV(LN)， CV(VN) 

県別産業別生摩性が実際の値なので，県別産業別生成比のみ全国値の場合は，

産性の地域による違いだけがもたらす格差の程度を表現している。よってこれ

格差の生産性要因と言うべきものである。もう一方は，格差の就業構造要

因と呼ぶべきものである。格差の生産性要因は，表 2のとおり，いずれの年で

は，

も就業構造要広の{直を上回っている。そしてその値は13.71%から11.32%と年

を追ってもさほど低下していない。一方 VNiの格差，すなわち就業構造要因

は，昭和田年の12.32~ぜから昭和50年の 6.14%へと著しく低下している。これら

のことは，表1で，全産業の変動係数が著L<低下しながら，各産業の変動係

数があまり低下していないことと整合的であり、

えるものであ在。つまり，県間の全産業生産性格差は，

これに対して lつの説明を与

主に県別各産業の生産

したがって格差の縮少は主

すなわち労働移動によってもたらされたと言えよう。

その影響は低下していない。性格差によっており句

に就業構成比の変化，
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以上の分析では全産業生産性を産業別就業構成比と産業別生産主に分け そ

れぞれを当該年の全国値によって基準化した。実はこの場合には.産業別生産

性を基準化したとは言ってもあくまでも地域間での違いをなくしたにすぎない。

後でみるように，例えば金融・保険・不動産業では生産性の全国値が，全産業

生産性の3.9唾倍を昭和40年に示しているが，昭和50年には， 3.37倍に誠E少して

いる。 Lたがって前の指標では，生産性の地域差が調整されたのであって，生

産性の地域分布の中心が 2ヶ年間 E調整されていないのである。このことか

ら，生産性の地域分布は残したまま，その地域分布を，比較する 2つの年の一

方に合わせるというZiIJの方法が考えられる。これは，生産性の地域分布〈ベク

トル〉を価格ベグトルになぞらえれば価格指数の考え方に似ているものと言え

る。まず唱生産性の地域分布は昭和40年の値に止め置き，就業構造を昭和50年

の値とする数値をつ刊。と枇(四日)i=写(EL)印・ (17)40(ただし，

;= 1次・ 2次・ 3，X. スーパ ス F リプトは年号〕とし，逆の場合を

(V5L4)iとする。 n弓L5)iの変動係数は18.11%，(V5L4)iの変動係数は19.40

%である。表2にある40年の実際の値21.80%に比べると両者ともこれより小

さいので，産業別生産性の地域分布も就業構成比の地域分布も，それぞれ単独

にも昭和50牛に向かつて格差縮少をもたらすように変化したことになる。 (V

4L5)iの変動係数が，より小さいので，就業構造の昭和田年への調整の方が，

格差縮少により強〈影響したことになり，前述の別の指標による結論が再確認

されたことになる。

格差縮少という変化については，就業構成比の変化の方がs より重要である

ことがわかったが，これまでの分析では各県各産業の就業構成比の変化を取り

扱わなかったために，どの産業の構成比の変化が格差縮少に影響したかが十分

示されていない。以下ではこの点に分肝を進めよう。

3 全産業生産性格差と産業別生産性格差

表 1で注目されることは，全産業の生産性格差を示す変動係数が，昭和50年
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園 1

を例外として，どの産業の変動係数よりも大きいということである。総じて言

えば，これは就業構成比の分布及び産業別生産性の分布の中心(全国平均〉の

大小に依存している ζ とになる。具体的には，特にどの産業の分布が，これを

生じさせているのだろうか。川個の県船産業数のまと iXj個の Vij
Lij 

を対比させるので， この 2組を共通の 1つの指標で並べ直すのが便利であ

る。ここでは都市化が進んでいる県かどうかを通して，jX2個の分布の比較

をすることにしよう。この考え方を表したのが図 lである。表3に示されるよ

うに (DID比率とまはかなり高L欄をもっていることに着目し，

z方向には，DID人口比率の高い県の順に並べて考えることにする。 DID人

口比率をたて刺321を横軸にと て，県別産業別生産性の分布を， 特徴的Lザ つ

な産業について描いたのが図 2である。値はそれぞれ昭和50年のものである。

表 4は全国で0比較生産性を示してい与が，これによって分布の中心がわかり，

表 3によって分布のおよその傾きがわかるυ 少な〈とも次の 2つの場合に分類
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表3 人口集中と産業別平均生産性。相関 [(DID人口比率)iと (VjL)ij]

一一一一一J
ta 

昭和40年 昭和信年 昭和50年

企 産業| 0.9114 0.8537 0.8696 

第 1 次産業 0.4439 0.4353 0.2974 

第 2 次産 業 0.6329 0.5633 0.5666 

製 造 業 0.5923 0.5965 0.5960 

建 設 業 0.3117 0.1912 0.2555 

そ の 他

第 3 次産 業 l 0.7535 0.7604 0.7173 

卸・小売業 0.8181 0.7842 0.7432 

金不融動・保産険業・ -0.0833申 0.0515本 0.0300* 

サーピス業 0.3169 0.3882 。1124ネ

公 務 0.4857 0.5038 0.3397 

そ 0) 他

表 4 全国で白比較生産性 (RVL・j)
昭和10守 昭和45年 昭和50年

全
産一一一-業~ー 1.00口0

10000 1.0000 1.0口00

0.3925 

第 2 次産業| 1.2813 1日471

製 五血旦 業 1.3824 1.1704 1.1962 1.0738 

建 設 業 0.9316 1.1160 1.1360 0.9778 

そ の 他

第 3 次産業| 1.1374 

卸・小売業 1.0618 0.9591 0.9127 0.9149 

不金融動・保産険業・ 4.1000 3.9402 3.8795 3.3738 

サ ー ピ ス 業 0.9865 1.0321 0.9359 0.9795 

公 務 1.2993 1.3170 1.1353 1.2952 

そ の 他

有意でないものに取印を施したF
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表5 人口集中と就業構成比の相関

[CDID人口比率)iと長]

一一全一一産一一業一
昭和40年 昭和45年 昭和50年

0.9102 -0.8830 0.8304 

第 2 次産業| 0.7584 0.5850 0.4206 

製 造 業 0.6914 0.5127 0.3793 

建 設 業 0.3887 0.4343 0.1023 

-'1: の 他

第 3 次産業| 0.8337 0.7343 0.7302 

卸・小売業 0.8992 0.8596 0.8465 

金不融動・保産険業・ 0.~~~3 0.8~53 0.8731 

サ}ピス業 0.5204 0.3454 0.3483 

公 務 -0.0477ホ 0.0277* 0.0153* 

Vノピ の 他

有意でないものにキ印を施した。

して考えることができる。その 1つは，ある産業が都市県で優位性があるかど

うかという傾向はなくても，他の産業よりはかなり生産性が高く (低く)， な

おかっその産業の就業構成比が都市県ほど大きい〈小さい〉場合である。第2

に，ある産業が，全国平均でみて，全産業と同じ程度の生産性であっても，都

市県ほど生産性が高<，なおかっその産業の就業構成比が，都市県ほど大きい

という場合である。前者では，金融・保険・不動産業及び第 1次産業が，後者

では卸・小売業及び製造業もこれにあてはまる。 ~jえば，①金融・保険・不動

産業は，表4より，全国でみて全産業の3.37倍の生産性をもつが，DID人口

比率の高い県であるほど生産性が高いわ1"t"Cはない。しかしながら，人口集中

と就業構成比0相闘をとった表5をみると，都市県ほど構成比が高いことがわ

かる。したがコて都市県は，平均よりも高い生産性をもっ産業ウェイトが大き
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いζ とになり，都市県の全産業生産性はこれによって引き上げられていること

になる。これと同様に表3・表 4・表5をみることによって，生産性格差をも

たらしている他の 2つのケ スを確かめることができる。①第1次産業は，全

国でみて他の産業よりはかなり生産性が低く(表 4)かっ都市県でやや生産性

が高い傾向がある(表 3)，そしてかっ， 就業構成比が都市県ほど小さい(表

的。③卸・小売業及び製造業は. 全国でみて司他の産業より特に生産性が高

いとは言えない(表 4)がー都市県ほど生産性が高くく表 3)，かっ， その就

業構成比が都市県ほど大きい〈表的川。以上で示Lたように， それぞれの理

出(， これら 4つの産業が，全産業生産性の格差士大きなものにしていると言

えよう。以上りことは 3ヶ年について、いずれも成立することである。

4 生産性要因からの格差縮少

2節では就業構造要肉E生産性要因に大分し.格差を時と共に縮少させた要

因を示したのここでは.まず生産性要因の慣~から産業別分析を行なう。①金融

・保険・不動産業は，全ての年で 3節①の性質があり，全国での比較生産生が，

昭和35年の4.10から昭和50年には3.37へと低下している。都市県低ど.この産

業の就業構成ごじが高いことは.昭和40年・ 45・50年に共通してみられるので.

都市県は，以前ほど生産性が高くない産業を有していることになり，この面で，

格差縮少の一つの要因となっている。①製造業は，都市県ほど生産性が高いと

いうことを保っていた(表 3)ので， この産業の生産性格差の縮少〈表 1)， 

及び全国でみた比較優位の低下〔表 4)は，全産業生産性の県間格差縮少に作

用したと考えられる。

5 就業構造安困からの格差縮少

2節で示したように，格差縮少は主として就業構造の変化によるものであっ

lの 表3・表5において観造業の相関係数は特に高いものではない。卸小売業白場合ほど強い主
張はできないと忠われる。
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たから，序論で述べた格差縮少に関する問題は，この節の産業別分析で取り扱

オつれしることになる。

昭和40年から昭和50年の聞で，県JJIj産業別構成比がどれだけ変化したか，す

なわち (ま)印ー(まrを指標として分析を行なったo (1)式で示された

ように，全産業生産性に影響するのは，あくまでも就業構成比である。例えば，

第 z県，第j産業で就業者数が増加していたとしても，第 z県全産業の就業者

数の増加率を下回る率ならば. J産業の就業構成比は低下していることになる

から，われわれの要因分解の考え方からは，就業者の増加数や，就業者の増加

率は指標として不適切なものである。

就業構成比の10年間の変化を横軸に.DID人口比率士たて軸にとり，特徴

的な産業についてプロットしたもりが図 3である。①図 3・第 1次産業をみる

と全ての県で，構成比が減少しており，都市県ほどその減少巾が小さいことを

明瞭に観察することができる。第 1次産業ほ，既に明らかにしたようにー他の

DID人口比率

0.9 : 

0.8 

0.7 

0.6 . 

O. 5 ~ 

0.4. : 

0.3 ~ 

0.2 ~ 

A 

，AA " ." 
A
D
U
M
 

A
 

A
 

A 

A 

。
{) . 0 _ ______._________+_____ ..__. __..____ .__________. ________.._________. 

D.25 -0均一O:2"i-. .:O • .ï 9----~-Õ :l7 --0.15' --O.13 -0.11 -0叩 -0肝 0.05 -0昭一0.01
就業構成比の変化

国s 第 1次産業



第4・5号

DID人口件辛 A

0.9 

0.8 : 

。
0.6 

0.5 

0.4! 

0.3 i 
0.2 ! 

α 

0.0 ! 

。 O~ -0，06 ~O.04 -0.02 0.00 0.02 0.04 O.QC 

就業構成比の変化

A
 

A
A
A
 

A
 

A
 

B
 

A

-

‘
 

A

，
 

A

A

 

A

A

 

AA倶

A《角

A

A

h
 

h
 

A
 

A
 

白A偽

A
 

A

A

 
A
 

A 

A 

第 137巻

A 

A 

(536) 108 

製造業

A 東京

図3

A 大阪

北海道

A 神京川

A 兵庫

愛知埼玉

福岡

A 京都

DID人口比率

0.9 

081 

O. 7 ~ 

0.6 ; 

0.5 ! 

A 千葉

新
潟

0.3 

0.2 ~ 

0.1 

0.0↓ .'‘ ，..ーI一一‘一 -ー・ー、".-.-....._-_....- ・ー ・ーーー一 一-"'"ー一...
0.02-2 0ω4 0.026 0.028 0白o0.032 0.034 0凹60凶8.0.040 0ω2- 0.044 0.04崎 0.0480.0閃 0.052

就業構成北町変化

図 3

高知A

A

A

 

A

A

 

A

A

 

A
 

A
 

サーピス業

A 

A 

A
 

A
 

A
 

A
 

au 

A苦手l品l

'鳥取

0.4 



地域開封働生産性格差と就業構造 (537) 109 

産業に比べきわめて生産性の低い産業であった(図 2で示した)問。したがっ

て.人口集積の小さい県ほど，低生産性の産業のウェイトを著し〈減少させた

ことになり，このことは全産業生産性の格差縮少に寄与したことになる。②製

造業は図 3・製造業をみると，都市県で構成比を低下させ，人口集積の小さい

県で構成比を増加させている。 3節①で述べたように製造業は都市県ほど生産

性の高い産業であったから，この構成比が都市県で減少したことは絡差縮少に

作用したと考えられる。①金融・保険・不動産業の就業構成比の変化と昭和50

年の DID人口比率四相関係数は0.59であり， 都市県ほど構成比の増加がやや

高い傾向がある。乙の産業は，他の産業よりもかなり生産性の高い産業〈図 2

に示した〕なので'"就業構成比の変化白面からは格差拡大に作用したとみな

される。一方. 3節①でみたように生産性要因だけからは1 この産業が格差縮

少に作用したことを見い出していた。定量的な分析を行なっていないので，両

者の効果がどの程度相殺きれたかを判断することはできないことになる。④サ

ーピス業は，図 3・サービス業に示すように，全ての都道府県で就業構成比を

増加させており，都市県か否かによってその増加巾に傾向性は見られない。次

いで図4はたて軸に DID人口比率を，横軸に比較生産性 RVLiをとったも

のである。昭和5日午のデータを用いているが，篠原氏が昭和30年を対象に見い

出したのと同様に，都市県ほど比較生産性が低いという傾向が明瞭に表われて

いる 18)0 さらに図4を詳しくみると，都市県では比較生産性が 1よりかなり小

さく，人口集積が小さい県で比較生産性が 1より大きい。このことは前者では

全産業生産性を引き上げ，後者では全産業生産性をおし下げる方向に作用して

11) 県別比較生産性は，昭和50年では最士の値を示す北海道で0.72である。
12) 県別比較生産性は，昭和50年では最d叩値を示す東京で2.28である。
13) 本節では，いくつかの産業だ円についτ散布図を示し口、る7J'. 他の産業では明瞭な傾向を且

い出せなかったためである。図4同酬のような形をしている。肌は定義上分母に喜子を

とっており，これが DID比率とかなり高い相関を持つのだから， 分子 Vij/Lりが DID比率
にかかわらずほぼ一定でみることがこの点からも確かbられる o DID比三転とサーピス業の比較
生産性との相関時数は，昭和40年 0.72.昭和50年 0.68で， 他。産業回相関係数は絶対値でこ
オ心よりも寸、さし、。
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いることを意、味する。つまり， 図 2でいえば，
Vi. . 
Li・」

DID比率の平面上

で， 全産業は正の傾きをもつのだが，サーピス業はこれに対して左回りに回転

させるように作用していることになる。比較生産性に着目するのはこのような

理由によるのである。以上のような生産性の分布の特徴をもっ産業の就業構成

比が図 3・サーピ月業に示されるようにどの県でも増加しているので，この産

業の就業構成比の変化は，全産業生産性の格差を縮少させる要因と結論づける

ことができる。序論で提起された問題については，本節の①・①・④が結論を

与えたことになろう。

III 結 3苦

要約すれば，都道府県間生産性格差は縮少し， ごとにそれは就業構造の変化に

よってもたらされた。そのうち，都市県か杏かで就業構成比の変化の違いを伴

この動きに寄守した産業は第 1次産業と製造業である。またz 全県でなって，
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の就業構成比の増加を伴なって，格差縮少に寄与したのは， サーピス業であ

る。

最後に，本稿で分析できなかった問題その他に触れたいと思う。 1つは理論

上の，今 1つは実証分析上の問題である。本稿での分析の基本となる考え方は

般原 [4Jと BaumoI[9Jに促がされたものである。 Baumolは，労働節約的技

術進歩の著しい産業部門と，技術進歩が相対的に小さい部門に分ける。技術進

歩と共に経済成長がおこり賃金が上昇する。前者の部門の則は安価に供給され

るようになるのだが，部門間労働移動がすみやかならば，後者の部門の賃金も

上昇しなくてはならない。後者の部門では費用の多〈が賃金支払いであり，賃

金上昇と共にその財の価格は高騰する。両部門の財を一定割合の数量で得るよ

うに支出するならば 成長土共にますます技術進歩の小さい部門の財へ支出さ

れることになるのである。 Baumolはこのような技術進歩率の低い部門として

サーピス業や公務を例示している。地域別の部門構成の違いや地域間労働移動

の不完全性を加味しー篠原仮説をモデノレ分析によって整理しなおし，ーまとま

りの仮説の一貫性を確認することは，今後なすべき課題と思われる。

実証的な点としては，第 1に，ある程度整合的な理論背景をもとに，それに

甚えうるデ タを対応させる必要があろう。この意味では，平均生産性や

DID人口比率を用いたことは，既に述べたように，幾分問題を含んでいる。

また，利用可能性を度外視していえば，時系列的にかなり性格が変化する産業

を同一視することはできない。少なぐとも，分類を細か〈するか，細分類から

いくつかをえりぬくことを通して，この難点を改善する努力が望まれよう。こ

よ Cの分析でもある程度示されたように，製造業の立地パターンは人口集積

との関連では十分に把えきれない。ひとつには多様な業種をくくってし、ること

にもよるが，今ひとつとしては，運輸・通信の発達が市場を広域化するばかり

ではなし生産過程での輸送ロストを引き下げているこ己が理由であろう。そ

うならば，コ γピナートのようにいくつかの工場が集積する利益は小さくなる

と思われる。第2番目には，本稿が相関分析を主としたいわば定性的分析にと
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どまっているということである。寄与率のような形で結果を示すことができれ

ば望ましいであろう。その上で地価を初めとする他の要因を考慮し，説明力を

高めることが一つの方向としてありうる。実証分析上の問題の第 3は、主に就

業構造の変化によって格差が縮少したことが見い出されたけれども，主として

重要であったのは労働移動のうち，産業間移動か県閑移動かという点である。

本稿ではデータの制約から分析されなかった昭和50年以降，地域問所得格差

は再び拡大していると言われている。上記の問題を徐々に解消した上で，昭和

50年代以降をも含む，より頑強な分析に至ることが，今後望まれる。
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